
代表取締役 社長執行役員　町田 修

情報提供の強化、空港に
おける移動等円滑化の推
進

・高齢者、障がい者等を含む全ての利用者が、必要とする情報へより簡易にアクセ
スできるよう、視覚的な例を含めて効果的に周知するなど、会社ウェブサイトの継
続的な品質向上に取り組む。（2022 年度から継続）

・空港における旅客動線上の誘導案内表示や掲示物等を、ユニバーサルデザインの
観点での改善を検討する。（2022 年度から継続）

・多言語音声・掲示による情報提供の拡充を検討する。（2022 年度から継続）

・筆談器具等のコミュニケーションツールとして取り入れるタブレット端末等が効
果的に活用されるよう運用上の改善策を講じる。

・ウェブサイトの内容について適
宜改修を実施。空港混雑時期に
は、円滑な搭乗の方法や駐車場混
雑等の状況を視覚的な例を含めて
掲載した。

・空港における誘導案内表示や掲
示物について、文字の大きさや色
合い等を考慮した情報提供を実
施。

・上記案内表示等や、空港。客室
におけるアナウンスで、路線や利
用者の特性に応じた多言語案内を
実施。

・職員が使用するタブレット等の
携帯端末の翻訳機能に加え、筆談
用アプリケーションを導入・活用
し、お客様の状況に応じた案内を
実施。

① 航空機を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第12号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（航空機）

　　 住　　所　福岡県北九州市小倉南区空港北町6番
北九州空港スターフライヤー本社ビル

　 　事業者名　株式会社スターフライヤー
　　 代表者名（役職名及び氏名）

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況

（2023年度）

対象となる航空機
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

機材の更新 ・機材導入の際は、基準に適合させる。 基準に適合した機材の導入
（１機）

② 航空機を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で定める
基準を遵守するために必要な措置

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

設備等の機能維持、およ
び職員等による設備等の
適正な使用を担保する体
制の構築。

基準の対象となる設備等の機能が維持されていることを夏季・年末年始に合わせて
定期的に点検する。
職員等が、基準を遵守した役務の提供を行えるよう、社内マニュアルの設定やこれ
を用いた教育訓練の実施による啓発活動を検討する。（2022年度から継続）

・車椅子旅客等の誘導案内や、航
空機乗降用リフト車の使用に関す
る教育訓練、技量維持状況の点検
を継続実施。

・障害者差別解消法の改正に伴
い、空港や客室において合理的配
慮が行われ、不当な差別を行わな
いためのマニュアル改訂を実施。

③ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

介助支援器具の導入の検
討および適切な使用の確
認実施

・利用者のニーズに合う仕様の車椅子や、航空機内での座位維持のための補助器具
（アシストシート、サポートベルト等）の導入を検討する。
(2022年度から継続)

・各空港施設の特性に合った介助支援器具（段差解消スロープ等）が適切に使用さ
れていることを定期監査等で定期的に確認する。

・導入し、配備している木製車椅
子や、サポートベルト、段差解消
スロープなどが有効に活用されて
いることを確認。アシストシート
等の支援器具の追加導入は継続検
討。

・業務委託会社を含め、空港ごと
の特性に応じた介助支援器具が適
切に使用されていることを確認。

④ 高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況



　（３）報告書の公表方法

（該当なし） （該当なし） （該当なし）

　（４）その他

業務の別に求められるバ
リアフリーに関する対応
力強化

e-learning 等の
実施

・国土交通省が発行する「接遇研修モデルプログラム」等に基づき周知・展開して
いる知識を、共通の社内マニュアルとして定めナレッジ化するなどして、空港・客
室等業務における状況別で求められる最適な対応・応対の方法の定着が持続的なも
のになるよう取り組む。（2022 年度から継続）

・全社員向対象として行う、高齢者、障がい者等への対応に関する知識啓発のた
め、 e-learning 等を活用する。（2022 年度から継続）

・「公共交通事業者に向けた接遇
ガイドライン」を参考とした接遇
の基本的事項、具体の場面ごとの
接遇のあり方等に関する教育訓練
や、接遇を実践する空港旅客・客
室部門間の意見交換を継続実施。

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮に
　　　ついての航空機の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況
・接遇に係る知識（高齢者、障がい者等の移動等円滑化を推進するために身に付けるべき基本的な心構え・考え方・対応方法等）の維持・強化
及び別に行う教育訓練の効果促進を図るべく、空港旅客部門及び客室部門で実際に利用者へサービスを提供する現業職員による意見交換や事例
研究、知識波及を継続実施。

・航空機利用者にサービスを提供する業務の従事者への社外セミナーの実施について継続検討。

・空港混雑時期等の空港利用者への周知について、旅客ターミナルビル会社や関係機関が発信する情報をウェブサイト等で分かりやすく工夫し
て周知するなど、円滑な航空機利用を促した。

当社ウェブページにて公表。



事業の用
に供して
いる航空
機数

11機 11機 11機 11機 11機 11機 11機 0機 0機

〇

（2023年3月31日現在）
Ⅱ　航空機の移動等円滑化の達成状況

（第12号様式）

公共交通移動等円滑化
基準省令に適合した航
空機数

客席数が30以上の航空
機数

可動式ひじ掛けのある
航空機数

運航情報提供設備を備
えた航空機数

通路が２以上の航空機
数

障害者対応型便所を備
えた航空機数

Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１年度当たりの平均の輸送人員が1000万人以上である。

（２）過去３年度における１年度当たりの平均の輸送人員が100万人以上1000万人未満であり、か
　　　つ、以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
  　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。

客席数が60以上の航空
機数

車椅子を備えた航空機
数

　７．「中小企業者」とは、資本金の額が３億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

　８．「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。

注１．公共交通移動等円滑化基準省令に適合した航空機数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適合し
　　ている航空機の数を記入すること。

　２．可動式ひじ掛けのある航空機数の欄には、客席数が30以上の航空機のうち、公共交通移動等円滑化基準省令第64条の
　　基準に適合しているものの数を記入すること。

　３．運航情報提供設備を備えた航空機数の欄には、客席数が30以上の航空機のうち、公共交通移動等円滑化基準省令第66
　　条の基準に適合しているものの数を記入すること。

　４．車椅子を備えた航空機数の欄には、客席数が60以上の航空機のうち、公共交通移動等円滑化基準省令第65条の基準に
　　適合しているものの数を記入すること。

　５．障害者対応型便所を備えた航空機数の欄には、通路が２以上の航空機のうち、公共交通移動等円滑化基準省令第67条
　　の基準に適合しているものの数を記入すること。

　６．Ⅲについては、該当する場合には右の欄に○印を記入すること。


